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１．これまでの取組（周知・啓蒙等）

（１）「適正取引の推進と生産性・付加価値向上に向けた自主行動計

画」を策定、公表（平成31年2月）

（２）令和2年3月開催が中止となった「取引適正化・自主行動計画に

係るフォローアップセミナー」を令和2年10月、オンライン開催
・講演内容
・下請等中小企業の取引条件改善への取組について
（中小企業庁）

・連携事業継続力強化計画を活用した中小企業の危機対応
について（独立行政法人中小企業基盤整備機構）

・ロボット導入による生産性向上・非接触化の実現に向けて
（経済産業省）

（３）会員社に対する取引適正化等に関する各種参考情報の発信
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２．令和２年度フォローアップ調査結果（概要）

・調査期間： 令和2年10月5日～10月20日

・調査企業： 日本DIY・ホームセンター協会の小売会員社 49社 （前年度53社）

・回答企業： 28社 （前年度30社）

・回 答 率： 57.1％ （前年度56.6％ ）

概観

✔「合理的な価格決定」（単価の決定・改定）では、前年度同様、概ね反映できたとした回

答が最多となった。

✔「下請代金支払の適正化への取組」において、前年度同様、全て現金払いが約6割と

なった。 手形払いの現金化にかかるコストの勘案では、前年度から改善が見られた。

✔自然災害等に対するホームセンターの社会貢献活動が反映され、地方自治体との協定

締結が進む一方、「天災等への事前対策（BCP策定、BCM実施）」では、実施済又は実

施中とする回答は前年並みとなった。
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４．まとめ（今後の取組、目標）

・自主行動計画フォローアップ調査結果のフィードバックと、他の小売業

界の取り組み状況を会員社へ周知

・会員社に対する取引適正化に関する各種情報の発信を継続

・ホームセンターの販売特性（長期在庫となる特定の商品）を踏まえた

現金支払割合の向上等に係る検討

・天災等に係る当業界への対応要請等を踏まえ、事前対策（BCP策定、

BCM実施）未実施の会員社に対する策定の要請




